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    教育研究評議会（第 78 回）議事要旨 

 

 

Ⅰ．日  時    2010 年（平成 22 年）1月 26 日（火）15 時 05 分～16 時 15 分  

 

Ⅱ．場  所    本部管理棟 2階中会議室 

 

Ⅲ．出 席 者  亀山学長、宮崎理事、金口理事、村上理事、富盛副学長、和田副学長、

栗田副学長、村尾総合国際学研究院長、藤井外国語学部長、成田副研究

院長、新井副研究院長、石井副学部長、相馬副学部長、栗原アジア・ア

フリカ言語文化研究所長、飯塚アジア・アフリカ言語文化研究所副所長、

三尾アジア・アフリカ言語文化研究所附属情報資源利用研究センター長、

田山留学生日本語教育センター長、小林留学生日本語教育センター副セ

ンター長、立石附属図書館長、佐野総合情報コラボレーションセンター

長、井上保健管理センター所長（合計 21 名） 
 

Ⅳ．配付資料   １．教育研究評議会(第 77 回)議事要旨(案) 

２．本学における 65 歳までの雇用確保と人件費改善について  

３．中期目標原案・中期計画案一覧表（様式 1-1）  

４．国際日本研究センター人事評価基準（2009（平成 21）年度案）  

５．国際学術交流協定更新一覧 

６．平成 22 年度国立大学法人運営費交付金予算の概要 

  東京外国語大学 財務レポート 2008（平成 20）年度版  

７．「教育関係共同利用拠点」について 

８．平成 21 年度及び平成 22 年度卒業式について  

９．平成 22 年度夏季休業について  

机上配付 

          感染症情報センター資料 

 

○ 教育研究評議会(第 77 回)議事要旨確認について 

亀山学長から、教育研究評議会第 77 回議事要旨について、確認願いたい旨の発言があ

り、これを確認した。 

 

 

Ⅴ．議  事 

＜審議事項＞ 

１．本学における 65 歳までの雇用保障に係る最終案について  
金口理事から、配付資料に基づき、文部科学省からの平成 22年度予算案提示を踏まえ、

経営戦略会議での審議・承認を経た、教員を対象とした 65 歳までの雇用保障に係る最終

案については、人事院の動向などを見極めながら必要に応じて見直しを行っていくこと、

他方、事務・技術職員の 65 歳までの定年延長制度については、今後提示される予定の人

事院の具体的方針に沿って作成することについて説明があり、審議の上、これを承認し

た。 



なお、最終案については、平成 22 年 1 月 28 日（木）開催の経営協議会にて審議の上

決定し、制度化の詳細については、引き続き検討を進めることについて報告があった。 

 
２．第二期中期目標・中期計画（原案）について  

宮崎理事から、配付資料に基づき、前回評議会において未審議であった中期計画Ⅷ、

Ⅸ、Ⅹを文部科学省からの事務連絡に基づき作成したことについて説明があり、審議の

上、これを承認した。 

なお、これについては平成 22 年 1 月 20 日（水）に文部科学省へ暫定提出済みであり、

平成 22 年 1 月 28 日（木）の経営協議会での審議を踏まえて確定提出する予定であるこ

とについて報告があった。 

また、現段階においても未作成である中期計画Ⅵ、Ⅶ、Ⅹ（人事に関する計画の人件

費総額見込み）については、運営費交付金算定ルールに係る文部科学省通知があり次第、

作成の上、提出する予定となっていることについて報告があった。 

 

３．国際日本研究センター人事評価基準について  

宮崎理事から、配付資料に基づき、平成 21 年 4 月に設置した国際日本研究センターに

所属する専任教員の人事評価を行うための人事評価基準(案)について説明があり、審議

の上、これを承認した。 

 

 

＜報告事項＞ 

１．国際学術交流協定の更新について 

宮崎理事から、配付資料に基づき、イギリスのリーズ大学、フランスのパリ政治学院、

ブラジルのリオ・デ・ジャネイロ州立大学と国際学術交流協定を更新したことについて

報告があった。 

  

２．平成 22 年度予算の伝達について 

溝口会計課長から、配付資料に基づき、平成 22 年 1 月 6日（水）に文部科学省から伝

達のあった平成 22 年度予算の概要及び平成 20 年度本学財務レポートの概要について報

告があった。 

 

３．教育関係共同利用拠点の認定について 

石田総務企画課長から、配付資料に基づき、平成 21 年 9 月に創設された教育関係共同

利用拠点制度に基づき、留学生日本語教育センターを教育関係共同利用拠点として申請

することの是非について検討を行った結果、認可された場合のメリットが不明確なこと

や他大学等との共同利用が申請条件となっていること等から、平成 22 年 1 月 31 日（日）

が締め切りとなる第一次申請については見送ることとした旨の報告があった。 

 

４．平成 21 年度卒業式について 

石田総務企画課長から、配付資料に基づき、平成 21 年度卒業式は、平成 22 年 3 月 26

日（金）に学部（午前中）・大学院（午後）を分けて調布市グリーンホールで、平成 22

年度卒業式は平成 23 年 3 月 29 日（火）に府中の森芸術劇場で実施することについて報



告があった。 

 

５．平成 22 年度夏季一斉休業について 

石田総務企画課長から、配付資料に基づき、平成 22 年度夏季一斉休業期間を平成 22

年 8 月 11 日（水）から 13 日（金）の 3日間とすることについて報告があった。 

 

６．その他 

○情報セキュリティ事故について 

宮崎理事から、平成 21 年 12 月 21 日（月）に発覚した情報セキュリティ事故について、

学生の個人情報が外部へ流出する危険に晒されている状態であったが、その後、現時点に

おいて実被害は発生していないこと、また、対応策として総合情報コラボレーションセン

ター長が直接作業するシステム開発は行わないと同時に、複数名で結果を確認することが

できるよう体制を整備することとした旨の報告があった。 

 

○新型インフルエンザについて 

石田総務企画課長から、平成 22 年 1 月 26 日（火）現在までの学内感染者数は、教職員

8名、非常勤講師 3名、学生 183 名であることについて報告があった。 

また、井上保健管理センター所長から、机上配付資料に基づき、感染のピークは越えた

ものの、引き続き注意願いたい旨の報告があった。 

 

 

○亀山学長から、次回の教育研究評議会については、平成 22 年 2 月 23 日(火)に本部管

理棟 2階中会議室において開催する予定としている旨、連絡があった。 

                                      以上 


